
 

消防の広域化に関する動向について 

                         

１ 国の動き 

○ 平成 ６年以降  市町村の消防の広域化を推進

○ 平成１８年６月  「消防組織法の一部を改正する法律」公布・施行

○ 平成１８年７月  「市町村の消防の広域化に関する基本指針」告示

           ・消防の広域化を推進【第１期：平成１９～２４年度】

           ・消防本部規模の目標は、概ね人口 30 万人以上が適当

○ 平成２５年４月  「市町村の消防広域化に関する基本指針」一部改正

          ・消防の広域化の期限を延長し推進【第２期：平成２５～２９年度】 

            ・消防本部規模目標（人口 30 万人以上）＋地域の実情を十分考慮 

○ 平成２７年４月  なお一層の消防広域化について都道府県知事に通知(要請) 

○ 平成２９年４月  消防の連携・協力の推進について通知 

○ 平成３０年４月  「市町村の消防の広域化に関する基本指針」一部改正 

 

 

＜「市町村の消防の広域化に関する基本指針」一部改正の概要＞ 

① 消防力の維持・強化 

   人口減少社会の到来、低密度化・高齢化の進展等に鑑み、小規模消防本部の体制強化を図

ることが喫緊の最重要課題となっている。 

 ② 広域化の推進の方向性 

  ・消防力の分析 → 都道府県がリーダーシップを取り再度議論し、推進計画を再策定する。 

  ・消防広域化重点地域を積極的に指定するなど、都道府県は連携・協力、必要な支援を行う｡ 

 ③ 推進期限 

平成３６年４月１日まで延長（財政支援措置も延長） 

 ④ 推進計画に関する基準 

  ・おおむね１０年後の消防体制を見通す 

  ・将来の都道府県内の消防のあるべき姿 → 都道府県を単位とする「全県一区」も視野 

  ・人口 10 万人未満及び消防吏員 100 人以下の消防本部は、可能な限り広域化対象市町村に

指定することを検討 

  ・都道府県内の消防のあるべき姿を議論し、推進期限までに広域化すべき組み合わせを定め

る（段階を踏んだ組み合わせなども可） 

  ・各高機能消防指令センターの更新時期を把握の上で、同センターの共同運用（全県一区）

を検討 

 

２ 県における広域化検討の経過 

 ○ 鳥取県の消防の在り方検討会（平成１９年度） 

・委員構成 ２２名（市町村、消防局、消防団、県民代表、医療関係、学識経験者） 

   ⇒ 消防の広域化の利不利について、警防、無線・指令、予防及び総務の部門ごとに検討さ

れたが、常備消防の広域化そのものに強い異論が出された。 

 ○ 常備消防の中長期的課題研究会（平成２４年度）

   ⇒ 上記検討会を引き継ぐ形で、広域化を前提としない常備消防のあり方を検討されたが、

広域化に対する懸念や異論から、この議論は一旦打ち切られることとなった。 
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３ 今後のスケジュール（見込み） 

 ① 平成３０年７月  各消防本部は「消防力カード」を作成し県へ提出（県から国へ提出） 

           ※ 消防力カード（消防力の現状と分析を“見える化”） 

              管轄人口、今後の人口見通し、消防吏員数、消防車両数、整備率、

現場到着時間、消防防災関連計画・協定等 

 ⇒ 現状分析、課題整理、課題対応策 などを整理 

 ② 平成３０年７月～ 各都道府県で今後の消防体制のあり方について再検討（～年度内） 

 

 ＜県の動き＞ 

 ○ 人口減少の進展を踏まえ、消防指令業務の共同運用や消防団の役割等も含め、１０年程度

先の消防体制の姿を研究することにより、将来にわたって持続可能な消防組織の維持・充実

を目指す研究を行う。〔６月県議会 補正予算計上〕 

  ・委員会構成  学識経験者、医療関係者、消防局職員、地域防災リーダー、公募委員など

１１名程度（※ 市町村はオブザーバーとして参加(予定)） 

  ・委員会日程  研究会：第１回(８月頃)、第２回(９月頃)、第３回(２月頃) 

          部会 ：１０月～１月頃（各部会３回程度） 

  ・進め方    「消防力カード」を参考に検討する。研究会で検討する事項については市

町村へ意見照会する。広く県民からも意見を募集する。 

 

４ 東部消防局の現状 

○ 全国の消防本部(728)のうち、市､町､村単位の本部や管轄人口 10 万人未満の小規模な本部

も未だ多数存在する(431)。消防本部を全県一区で設置している都道府県はない。 

   ＜参考(H29.4.1 現在)＞                           

県 名 
消防本部 

消防署 出張所 
人口 

(H27国調:千人)計 市 町村 組合 

鳥 取  3    3 

東  5  7    232.6 

中  4  0    104.3 

西  4  6    236.5 

計 13 13    573.4 

島 根  9  5   4 21 31   694 

岡 山 14 10   4 24 60 1,922 

広 島 13  9  2  2 37 78 2,845 

山 口 12  8   4 28 34 1,405 

 ○ 消防の体制 

  ・庁舎(施設)の老朽化、耐震対策、さらには消防機能の充実(車庫スペースの拡充や消毒室

の設置等)を図るため、「消防庁舎整備基本方針」（平成 25 年 12 月策定）に基づき、年次

的な整備を進めるなどしている。 

  ・初動の消防力や現場到着時間など住民サービスに直結する消防体制、並びに、職員の勤務、

出動指令、車両選定などの組織体制については、県中部・西部とそん色なく、特に支障は

きたしていない。 

 ○ 応援・支援体制 

  ・東部消防局のみで対応できない大規模災害の発生又は発生するおそれがある場合や、近隣

で大規模災害発生等の場合に備えて、近隣市町又は県内広域消防もしくは全国消防本部と

の応援・受援体制を確立している。 

    ※ 鳥取県下広域消防相互応援協定の締結（中部広域、西部広域） 

    ※ 近県消防相互応援協定の締結（津山、西はりま、美方、美作） 

    ※ 緊急消防援助隊 

 ○ 消防指令センター 

  ・デジタル化は平成２５年度に完了。次期システム更新は平成３５年度以降に予定。 
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（総務省消防庁資料）
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